
平成１４年 ５月２８日 
 各    位

コ　ス　モ　石　油　株　式　会　社
問合せ先  企画一部広報担当部長
              鳥　　　越　　　  俊　　　介

ＴＥＬ（０３）３７９８－３１０１

    本日開催の取締役会において、平成１４年３月期の決算(平成１３年４月～平成１４年３月)が確定

 いたしましたので、ご報告いたします。

１．単独決算の概要
  （１）当期の販売数量は、４，３４４万KLと前期比 ９８．０％・８８万KLの減販となりました。

       一方、売上高は１兆５，６３４億円と前期比 ９７．４％・４２４億円の減収となりました。

  （２）当期は、

        営業利益ベースでは、①新たな経営計画「価値創造２１」に取り組み、その成果として価値創造及び合理化が１５１億円達成

     でき収益改善に寄与しましたが、 ②製品市況の状況が昨年に比べ悪化した影響で７０億円のマイナスとなったことや、③暖冬

     及び景気低迷の影響を受け、 マス製品販売数量が５６６千KL減少したことなどで２１億円マイナスとなり、 差引き６０億円の改

     善ができました。しかし、 ④当下期において、原油価格の大幅な下落により、受入ベースに比べ、売上原価がたな卸資産の総

     平均法による在庫評価の影響を受け９０億円の増加となったこと、 及び ⑤前期には、 たな卸資産評価方法を変更した影響で

     １３８億円利益を増加させる要因があったことにより、 営業利益は６６億円となり、 前期比１６８億円の減益となりました。

        また、営業外損益では⑥財務体質の改善に努め、有利子負債削減による支払利息の減少や関係会社配当金などの増加に

     より、金融収支で６１億円改善できたこと、⑦為替差益・雑損益が１８億円改善となったことで、経常利益は４０億円となり、前期

     比８９億円の減益となりました。

        なお、当期純利益は特別損益で株式市場の低迷に伴い投資有価証券評価損を計上したことなどにより、９７億円の損失計上

     となりました。

        当期末における総資産は、１兆 ９２７億円となり、前期末に比べ１,０５０億円減少しております。 これは、 財務体質の強化を

     図る為、手元資金の圧縮や売掛債権流動化、及び 資産売却などによりバランスシートのスリム化を行い、有利子負債の削減

     に努めたことによるものです。

  （３）平成１４年３月期 決算の概要(単独)

【 経営成績 】 当    期 前    期 増           減

販 売 数 量  43,446千KL・t  44,324千KL・t  △ 878千KL・t    （  △2.0%）

売 上 高   1兆 5,634億円   1兆 6,058億円 △ 424億円    （  △2.6%）

営 業 利 益 6,613百万円 23,393百万円 △ 16,780百万円    （ △71.7%）

経 常 利 益 4,044百万円 12,906百万円 △ 8,862百万円    （ △68.7%）

当 期 純 利 益 △ 9,785百万円 5,223百万円 △ 15,008百万円    （       - %）

【 配当状況 】

配 当 一株当たり 6円 一株当たり 6円 増 減 な し

【 財政状態 】 当    期 前    期 増    減

総 資 産    １兆  927億円   １兆 1,978億円 △ 1,050億円 

株 主 資 本 1,682億円 1,712億円 △ 30億円 

株 主 資 本 比 率 15.4% 14.3% 1.1% 

有 利 子 負 債 額 4,850億円 5,480億円 △ 631億円 

有 利 子 負 債 比 率 44.4% 45.8% △ 1.4% 

＜平成１４年３月期 決算について＞



２．連結決算の概要
  （１）当期の連結決算は、上記単独決算の要因に加え、 販売子会社など連結会社の改善がありましたが、営業利益は２２０億円

       と１４５億円の減益、経常利益は１７２億円と９２億円の減益、当期純利益は５１億円の損失計上となり１３９億円の減益となり

       ました。

        また、当期末における総資産は、１兆２,４２１億円となり、前期末に比べ７７８億円減少しております。  これは、新規連結会社

        による増加はありますが、単独同様、グループとしても財務体質の強化を図り、有利子負債の削減に努めたことによるもので

        す。 なお、当期のキャッシュフローは、営業活動及び現金等の手元資金の圧縮によるキャッシュを元に、 投資活動及び財務

        活動に充当し、有利子負債の削減等、財務体質の強化を図りました。

  （２）平成１４年３月期 連結決算の概要

【 連結経営成績 】 当    期 前    期 増           減

売 上 高   1兆 8,138億円   1兆 8,458億円 △ 320億円 （  △1.7%）

営 業 利 益 22,056百万円 36,582百万円 △ 14,526百万円 （ △39.7%）

経 常 利 益 17,274百万円 26,511百万円 △ 9,237百万円 （ △34.8%）

当 期 純 利 益 △ 5,189百万円 8,673百万円 △ 13,862百万円 （       - %）

【 連結財政状態 】 当    期 前    期 増    減

総 資 産   １兆 2,421億円   １兆 3,199億円 △ 778億円 

株 主 資 本 1,943億円 1,777億円 165億円 

株 主 資 本 比 率 15.6% 13.5% 2.1% 

有 利 子 負 債 額 5,486億円 6,106億円 △ 620億円 

有 利 子 負 債 比 率 44.2% 46.3% △ 2.1% 

当    期 前    期 増    減

営 業 活 動 Ｃ Ｆ 766億円 588億円 178億円 

投 資 活 動 Ｃ Ｆ △ 139億円 273億円 △ 413億円 

財 務 活 動 Ｃ Ｆ △ 885億円 △ 872億円 △ 13億円 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

739億円 977億円 △ 238億円 

３．平成１５年 ３月期の業績予想
  （１）平成１５年３月期  通期の見通しにつきましては、 ２ヵ年計画である「価値創造２１」への取り組みを通じて、他社に先駆けた

       経営合理化を行うことにより、 主力の石油事業の更なる競争力強化を図り、 併せて関連、新規事業の積極的展開を図るこ

       とで、連結売上高 1兆８,８００億円（ 単独 １兆６,３００億円 ）、連結経常利益 ３００億円（ 単独 ２００億円 ）、連結当期純利益

       １４０億円（ 単独 １１０億円 ）、の達成を目指してまいります。

  （２）平成１５年３月期 決算の業績予想(単独)

売   上   高 営  業  利  益 経  常  利  益 当 期 純 利 益 配       当

   中     間     期   7,800億円 9,000百万円 5,000百万円 3,000百万円 一株当たり3円

   通             期      1兆 6,300億円 27,000百万円 20,000百万円 11,000百万円 一株当たり6円

（前  提）
  ・原   油 ( Ｄ Ｂ ) ：２４＄/B    ，  為替  ：  １３０円/$  
  ・原   油   処   理 ：需要に見合った生産
  ・販   売   数   量 ：採算販売強化  ， 内需燃料油計  ９７．６％ (通期）
  ・｢ 価値創造２１｣ ：年間 １７５億円

  （３）平成１５年３月期 連結決算の業績予想

売   上   高 営  業  利  益 経  常  利  益 当 期 純 利 益

   中     間     期   9,200億円 13,000百万円 7,000百万円 3,000百万円 

   通             期      1兆 8,800億円 39,000百万円 30,000百万円 14,000百万円 

.

【連結キャッシュフロー】



平成 14年 3月期 決算短信 (連結) 平成 14年 5月 28日

上   場   会   社   名     コスモ石油株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号     5007 本社所在都道府県

( URL　http://www.cosmo-oil.co.jp ) 東京都

問合せ先  責任者役職名    企画一部広報担当部長

氏 名    鳥 越  俊 介 TEL (03) 3798 - 3101
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 28日

親会社名　　   　     (コード番号：　-) 親会社における当社の株式保有比率：　    -   　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年  3月期の連結業績(平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日)
(1)連結経営成績 (注)金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 1,813,838 △ 1.7 22,056 △ 39.7 17,274 △ 34.8

13年  3月期 1,845,841 16.5 36,582 119.5 26,511 153.5

  当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 △ 5,189 － △ 8.24 － △ 2.8 1.3 1.0

13年  3月期 8,673 79.2 13.81 13.53 4.8 2.0 1.4

(注)①持分法投資損益 14年  3月期              　268百万円          13年  3月期          555 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年　3月期　629,748,929株　13年  3月期   628,040,436 株　　　

     ③会計処理の方法の変更 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 1,242,171 194,302 15.6 308.65

13年  3月期 1,319,959 177,773 13.5 282.09

(注)期末発行済株式数(連結)　14年  3月期   629,516,124 株　　　13年  3月期   630,202,517 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高
百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 76,645 △ 13,944 △ 88,545 73,999

13年  3月期 58,824 27,347 △ 87,229 97,787

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  　24社   持分法適用非連結子会社数　　　9社   持分法適用関連会社数　　3社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結(新規)　6社  (除外)　2社   持分法(新規)　　- 社  (除外)　     3社

２. 15年  3月期の連結業績予想( 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 )
　 売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 920,000 7,000 3,000

通　　期 1,880,000 30,000 14,000

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  22円 2 銭 

　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想

数値と異なる場合があります。

　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料　５ページをご参照ください。



１．企業集団等の状況

   当企業集団はコスモ石油(株)(当社)及び子会社８６社、関連会社５４社により構成され、原油の自主開発から輸入・精製・貯蔵・販売を主な事業の内容としております。

   その他、当社及び一部の関連会社により不動産の販売・石油関連施設の工事・保険代理店等の事業も営んでおります。

   事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付けは、次のとおりであります。

事業          主            要         な          会            社 会社数

アブダビ石油(株)、ムバラス石油(株)、合同石油開発(株)、他４社 ７社  

コスモオイルインターナショナル(株)、英国コスモ石油(株）、他２社 ４社  

石 コスモタンカー(株)、他１社 ２社  

当社 １社  

コスモ石油ルブリカンツ(株） １社  

コスモ松山石油(株)、丸善石油化学(株) ２社  

油 当社、コスモ石油ガス(株)、コスモアスファルト(株）、コスモ石油ルブリカンツ(株）、

コスモ石油サービス(株)、東洋国際石油(株）、他６０社 ６６社  

北斗興業(株）、扇島石油基地(株）、沖縄石油基地(株）、他４社 ７社  

コスモ海運(株）、東京コスモ物流(株）、坂出コスモ興産(株）、他２１社 ２４社  

(株)コスモ石油技術研究所、他１社 　　２社

不動産 当社、コスモ総合開発(株)、他２社 ４社  

その他 コスモエンジニアリング(株)、(株)コスモトレードアンドサービス、他２９社 ３１社  

      以上の企業集団について図示すると次のとおりであります。

(原油の開発・生産) 

 ※１ アブダビ石油(株)         「原油・              ｢潤滑油基油｣

 ※４ ムバラス石油(株)               

 ※４ 合同石油開発(株) コ (潤滑油製造)

他  ※１  １社  ※１ コスモ石油ルブリカンツ(株)

※３  １社 ス

石 ※５  ２社 (石油製品の販売)

(原油・石油製品の輸出入) モ  ※１ コスモ石油ガス(株)

 ※１ ｺｽﾓｵｲﾙｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)  ※１ コスモ石油ルブリカンツ(株)

 ※１ 英国コスモ石油(株) 石  ※１ コスモアスファルト(株)

他  ※３  ２社  ※１ コスモ石油サービス(株)

油  ※１ 東洋国際石油(株)

             他     ※１    ５社  

(株)                     ※２　  ８社  

                    ※３  ２０社  得

                    ※４    １社  

                    ※５  ２６社  

(荷役・運送) 意

(原油・石油製品の海上輸送)  ※１ コスモ海運(株)     (石油化学製品製造)

 ※１ コスモタンカー(株)         「海上輸送」 石  ※１ 坂出コスモ興産(株)    ※１ コスモ松山石油(株)

他  ※５  １社 油  ※３ 東京コスモ物流(株)    ※４ 丸善石油化学(株)

精 他     ※１     ４社  先

製 ※３     ６社  

・ ※５   １１社  

油 石

油 ｢石油化学原料｣

製 (貯蔵)

品  ※１ 北斗興業(株) (技術研究)

販  ※５ 扇島石油基地(株) ※３ (株)コスモ石油技術研究所

売  ※５ 沖縄石油基地(株) 他　　※５　１社

・        他     ※１    ２社  

不                ※５    ２社  

動

産

不 販 (不動産売買の仲介及び賃貸)

動 売  ※１ コスモ総合開発(株)

産 及        他    ※２     １社  

び                     ※３     １社  

賃

(工事・保険・リース等) 貸

そ  ※１ ｺｽﾓｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)     ※１ 連結子会社

の  ※１ (株)ｺｽﾓﾄﾚｰﾄﾞｱﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ         「精製設備     ※２ 非連結子会社で持分法適用会社

他 他  ※１      ２社            の工事等」     ※３ 非連結子会社で持分法非適用会社

※３  ２１社      ※４ 関連会社で持分法適用会社

※５      ６社      ※５ 関連会社で持分法非適用会社

         石油製品」

工 事 ・ 保 険 ・ リ ー ス 他

原 油 の 開 発 ・ 生 産

原 油 ・ 石 油 製 品 の 輸 出 入

原油 ・石 油製 品の 海上 輸送

石 油 精 製

石 油 化 学 製 品 製 造

石 油 製 品 の 販 売

荷 役 ・ 運 送

潤 滑 油 製 造

不 動 産 売 買 等

区                    分

原 油 ・ 石 油 製 品 の 貯 蔵

技 術 研 究

-1-



２．経営方針  

 

１．経営の基本方針 

  当グループは基本理念として｢真に顧客に愛されるコスモネットワークの実現｣、｢最強のコスト競争力を持つコス

モネットワークの実現｣を掲げ、顧客の皆様にコスモグループのより一層のファンになっていただけるよう、ブラン

ドバリュー強化に向けた経営努力を続けてまいります。 

  また、株主・取引先等の当社をとりまくステークホルダーからの信頼確保を通じて、グループ企業価値の向上と競

争力強化に努めてまいります。 

  更に、わが国エネルギー供給の一翼を担う企業として、環境問題や社会貢献活動にも積極的に取組み、社会と調和

のとれた総合的な発展を目指してまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

  利益配分につきましては、業績に見合った安定的配当を基本方針としております。内部留保資金の使途については、

財務体質の改善に配慮しつつ、キャッシュフローの創出に重点を置いた投資選別を行ってまいります。 

 

３．対処すべき課題と中長期的経営戦略 

  景気の低迷や産業構造の変化等に起因する石油需要の成長鈍化および需要構造の変化、競合エネルギーとの競争激

化等の要因を含めたマージンの圧縮傾向、また環境への関心の高まりに起因する燃料油品質規制への対応等、わが国

石油業界は厳しい経営課題に直面しています。 

当社グループは、新２ヶ年経営計画「価値創造２１」への取組みを通じて、他社に先駆けた経営合理化に取組む一

方、環境問題への積極的な対応を通じたクリーンエネルギーとしての石油製品の地位確保、自社経営資源の積極活用

による総合エネルギー路線の展開と収益源の多様化、コスモ・ザ・カードに代表されるお客様ニーズへの対応強化な

どによりグループ企業価値を拡大し、経営課題に対処してまいります。 

これらの戦略遂行のため、統合業務パッケージシステムＳＡＰの導入拡大による業務の更なる効率化や人員スリム

化に取組む一方、「価値創造型」人材の育成、より成果主義的色彩の強い「新人事制度」の導入をすすめております。 

また、グループ各社に対しても、転籍制度の導入や業績評価制度の導入により、収益責任の明確化と自己責任経営の

徹底をすすめております。 

（１）部門別施策 

①石油販売 

２００１年度から始まった「価値創造２１」では、販売力の強化を目的として、ＳＳの業態化、顧客のロイヤルカ

スタマー化、流通構造革新に取組んでまいりました。まず、カーケア収益の取込拠点としてのＢ-cleネットワーク及

びお客様ニーズへの対応としてのセルフＳＳ展開に取組み、２００１年度末には２１７ヶ所のＢ-cle、１０９ヶ所の

セルフＳＳを展開しました。この取組みを更に加速させ、２００２年度末には５００ヶ所のＢ-cleネットワーク、３

５０ヶ所のセルフＳＳ展開を計画しております。次に、顧客のロイヤルカスタマー化については、コスモ・ザ・カー

ドによるマーケティング活動を軸に展開して参ります。ザ・カードの発券は２００１年度は過去最高の４３万枚の発

券を達成し、累計発券枚数は３２２万枚にのぼりました。２００２年度は更に７０万枚の発券を目指します。最後の

流通構造革新では、当社ＳＳの運営力指数であるＮＡＶＩ改善を２００２年度も引続き取組んでまいります。  

②供給         

  当社の製販一貫体制及び製油所立地の強みを最大限に生かし、販売と生産装備力と原油選択のベストミックスによ

り生産付加価値の最大化を図り、並行して SCM(ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)の強化を行い、低コストなオペレーションを徹

底してまいります。また、既に業界トップクラスにあるコスト競争力の維持強化を図るべく、精製コスト削減を目的

とした｢７００円/ＫＬ削減プロジェクト｣の推進及び新規コスト削減策の検討・実施を通じて、供給体制の更なる効

率化に取組み、同時に保安管理活動の強化を行なうことにより今迄以上に安全・安定操業に努めてまいります。 

③物流 

  ローリー輸送の効率化については、規制緩和により実現した単独荷卸し配送等を積極的に展開することで合理化を

更に推進してまいります。 

供給体制では、日石三菱株式会社との業務提携により出荷拠点の最適化、油槽所運営の効率化や製油所直送化にも 
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取組んでまいります。 

④原油開発 

  政府の石油公団政策に対応し、合同石油開発に対する石油公団保有債権の買収を行なうことで、当社原油開発事業

のコアエリアであるアブダビ・カタールエリアの更なる強化を図りました。また新規に発見した２油田を有する豪州

でも、早期の原油生産開始を目指してまいります。２００４年には当社原油処理量の約２０％弱を自主開発原油で賄

う予定であり、原油の安定供給と収益基盤の更なる強化に努めてまいります。 

⑤新規事業 

(イ) 電力事業と新エネルギーの開発 

電力事業への取組みとしては、四日市において中部電力向けＩＰＰ装置の建設を進めており、２００３年度の営

業運転開始を予定しております。また、コージェネレーション(熱電併給)システムの販売についても自社での取

組みに加え、電力会社等とのアライアンスを含めた展開を開始いたしました。 

ＬＮＧ事業については、ローリーによる販売事業に加え、受入基地事業にも参画を果たしました。 

次世代のエネルギーとして関心の高まっている、ＧＴＬ、石油系燃料電池の技術開発や、燃料電池自動車向け水

素供給などについても積極的に取組んでまいります。 

（ロ）ネット事業 

ｅコマースの運営やインターネットを利用したガソリンマイレージの展開、「コスモ・ザ・カード」の発券、車

検の予約等販売活動の支援に力を入れてまいります。 

（２）日石三菱株式会社との業務提携 

１９９９年１０月の業務提携以来、日本グローバルタンカー(株)によるタンカー共同配船の実現や、両社の製油所

最適稼動を支援する統合ＬＰシステムを活用した委託精製・製品相互融通の拡大、製油所直送体制の拡大を含めた出

荷基地の統廃合、潤滑油原料の相互融通 など多岐にわたるテーマに取組み、効果をあげています。  

  更なる効率化を目指し、今後も取組みを強化してまいります。 

（３）環境対応 

「価値創造２１」の中で「環境先進企業」となることを掲げました。 

当社グループは、｢２１世紀は環境の世紀｣と位置付け、自らが地球環境問題に率先して取組む一方、お客様にも積極

的に環境維持活動への参加をご提案してまいります。 

自らのテーマとして、自治体とのタイアップによる超低硫黄軽油の試験供給や製油所エネルギー原単位の改善、製油

所廃棄物の削減、石油輸送の省エネルギー化等に取組みました。また、油田で発生する炭酸ガスを削減するゼロフレア

プロジェクトや豪州での排出権取引など海外にも活動の場を広げることで、産油国はじめ関係各位より高い評価をいただ

きました。 

一方、地球規模での環境維持活動の一環として、ＮＰＯとのパートナーシップの下に、発展途上国における焼畑農業か

ら定置型農業への転換支援などを進めています。このたび開発した環境維持活動参加型カード「コスモ・ザ・カード エコ」

を通じ、お客様にもこれら環境維持活動に参加いただけるシステムを構築いたしました。 

このような環境維持活動の状況を皆様方に理解して頂くため、環境報告書を作成いたしました。今後も継続的に活動状

況の公表を行なってまいります。 

２００２年度からは「環境中期計画 ブーア２１」を導入いたします。「真の環境先進企業」となり中長期的視点でお客様や

投資家の皆様に選ばれる企業を目指して、グループを挙げて環境問題への取組みを強化してまいります。 

 

４．目標とする財務指標 

２００１年度は、グループ有利子負債６２０億円の削減（新規連結対象除きでは８１４億円の削減）を達成いたし

ました。今後も格付けの大きなポイントである資本・負債の構成比改善を目指し、収益力の強化とともにバランスシ

ートのスリム化に積極的に取り組んでまいります。 

中期的な財務指標としてはＲＯＥ１０％、自己資本比率２０％、有利子負債依存度４０％を目標としてまいります。 
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３．経営成績及び財政状態  

(Ⅰ) 経営成績 

１．平成１４年３月期  決算の概況  

  当期中における原油価格は、世界的な景気減速に伴い石油需要の伸び悩みの中、ＯＰＥＣが機動的な減産を行い９

月までは堅調に推移しましたが、米国テロ事件後、石油需要は大幅に縮小し、ドバイ原油が１バーレル２０ドルを下

回ることとなりました。その後１月からのＯＰＥＣ減産に一部非ＯＰＥＣが協調姿勢を示したことなどにより、期末

には２３ドルまで上昇しました。 

また為替相場は、わが国の構造改革期待と米国の景気先行き不透明感から、期初から９月までは１ドル１２０円台

から１２６円台の間で推移しましたが、米国テロ事件により一時的に１１６円台まで円高が進みました。その後は景

気対策としての円安誘導もあり、急速に円安が進展して、１ドル１３３円台で期末を迎えました。 

これに対し、国内の製品市況は、需要に見合った生産などにより需給環境の改善が図られましたが、ガソリン及び

産業用燃料油とも景気後退に伴う需要減少により下落するなど厳しい状況となりました。 

 

  一方、国内の石油製品需要は、ガソリンではほぼ前年並みとなりましたが、内需全体では景気の低迷を反映して産

業用燃料油を中心に大きく減少いたしました。 

 

  このような経営環境の下、当期は新たな経営計画である「価値創造２１」に取り組んだ結果、精製、販売、物流、

管理全般にわたって単独ベースで１５１億円の成果を達成することが出来ました。 

 

  当期の経営成績と致しましては、単独では、売上高は原油価格下落の影響により、１兆５,６３４億円となり前期

比４２４億円の減収となりました。営業利益では、「価値創造２１」に取り組み、その成果として価値創造及び合理

化が１５１億円達成でき収益改善に寄与しましたが、製品市況の状況が昨年に比べ悪化した影響で７０億円のマイナ

スとなったことや、内需製品需要の減退によりマス製品販売数量の減少などで２１億円のマイナスとなり、差引き６

０億円の改善ができました。しかしながら、当下期において、原油価格の大幅な下落により、受入ベースに比べ、売

上原価がたな卸資産の総平均法による在庫評価の影響を受け９０億円の増加となったこと、及び前期には、たな卸資

産評価方法を変更した影響で１３８億円利益を増加させる要因があったことにより、営業利益は６６億円と前期比１

６８億円の減益となりました。 

また、営業外損益では財務体質の改善に努め、有利子負債削減による支払利息の減少や関係会社配当金などの増加

により、金融収支で６１億円改善できたことや、為替差益、雑損益で１８億円改善となったことで、経常利益は４０

億円となり前期比８９億円の減益となりました。 

なお、当期純利益につきましては特別損益で株式市場の低迷に伴い投資有価証券評価損を計上したことなどにより、

９７億円の損失計上となりました。 

 

またグループでは、石油開発部門につきましては、原油価格下落の影響があり経常利益ベースでは前期比２１億円

の減益となりました。一方、販売部門におきましては、収益力強化による経営基盤の充実を図り、グループの経営資

源の効率化・体質強化に努めました結果、収益の改善を図ることが出来ました。 

  その他の関係会社も、コスモグループとして企業価値を高めるべく自己責任経営を徹底し経営体質の強化を図って

まいりました。 

 

  以上の結果、連結の経営成績と致しましては、売上高は１兆８,１３８億円と前期比３２０億円の減収、経常利益

は１７２億円と前期比９２億円の減益、当期純利益は５１億円の損失計上となり前期比１３９億円の減益となりまし

た。 
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（Ⅱ）財政状態 

 当期の連結財政状態と致しましては、総資産は１兆２,４２１億円となり、前期比７７８億円減少しております。

これは、手元資金の圧縮や売掛債権流動化及び資産売却などによりバランスシートのスリム化を図ったことや、原油

価格下落による売掛債権、たな卸資産が減少したためであります。また、当期は株式市場の低迷を受け投資有価証券

の評価減により資産が減少し、一方、土地再評価法の適用により土地の帳簿価額が増加しております。 

 当期末における負債は１兆 ２４４億円となり、前期比９６５億円減少しております。これは、総資産と同じく財

務体質の強化を図るため、手元資金の圧縮や売掛債権流動化及び資産売却などにより６２０億円の有利子負債削減に

努めたことにより減少いたしました。株主資本は１,９４３億円、株主資本比率１５.６％となり前期比１６５億円、

２.１％増加となりました。 

 なお、当期の連結キャッシュフローは、営業活動及び現金等の手元資金の圧縮によるキャッシュを元に、投資活動

及び財務活動に充当し、有利子負債削減等の財務体質の強化を図りました。 

 

（Ⅲ）平成１５年３月期  連結決算の見通し 

来期の見通しにつきましては、２ヵ年計画である「価値創造２１」への取り組みを通じて、他社に先駆けた経営合

理化を行うことにより、主力の石油事業の更なる競争力強化を図り、併せて関連、新規事業の積極的展開を図ること

を目標としております。 

また、平成１５年度における原油価格を２４ドル／バーレル（ＤＢベース）、為替を１３０円／ドル、販売数量は

内需燃料油計で９７.６％、「価値創造２１」効果、年間１７５億円の達成を前提とし、連結売上高 １兆８,８００億

円（単独 １兆６,３００億円）、連結経常利益 ３００億円（単独 ２００億円）、連結当期純利益 １４０億円（単独 １

１０億円）の達成を目指してまいります。 

なお、当社の年間配当金は、１株あたり６円とさせていただく予定であります。 

-5- 



４．連結財務諸表等

（１）比較連結貸借対照表

（単位：百万円）

Ⅰ  流 動 資 産 （ 535,124 ） （ 630,950 ） （ △ 95,826 ） Ⅰ  流 動 負 債 （ 635,358 ） （ 702,556 ） （ △ 67,198 ）

現 金 及 び 預 金 65,309 54,156 11,153 支払手形及び買掛金 197,864 228,563 △ 30,699

受取手形及び売掛金 194,278 248,325 △ 54,047 短 期 借 入 金 205,375 237,066 △ 31,691

有 価 証 券 11,624 35,817 △ 24,193 １年内償還予定の社債 10,000 － 10,000

た な 卸 資 産 179,670 190,186 △ 10,516 未 払 金 70,966 67,972 2,994

未 収 入 金 64,090 70,274 △ 6,184 未 払 揮 発 油 税 111,788 108,111 3,677

繰 延 税 金 資 産 3,224 3,478 △ 254 未 払 法 人 税 等 2,341 2,844 △ 503

そ の 他 17,464 29,545 △ 12,081 未 払 消 費 税 等 4,865 5,085 △ 220

貸 倒 引 当 金 △ 539 △ 834 295 未 払 費 用 10,670 23,798 △ 13,128

完成工事補償引当金 126 128 △ 2

そ の 他 21,358 28,985 △ 7,627

Ⅱ  固 定 資 産 （ 707,046 ） （ 689,009 ） （ 18,037 ）

Ⅱ  固 定 負 債 （ 389,114 ） （ 418,387 ） （ △ 29,273 ）

  (1)有 形 固 定 資 産 566,176 535,120 31,056 社 債 89,700 110,000 △ 20,300

建 物 及 び 構 築 物 104,178 113,649 △ 9,471 転 換 社 債 18,508 19,867 △ 1,359

油 槽 15,289 16,702 △ 1,413 長 期 借 入 金 225,069 243,751 △ 18,682

機械装置及び運搬具 59,252 61,589 △ 2,337 繰 延 税 金 負 債 12,631 11,104 1,527

土 地 358,569 323,163 35,406
再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債 8,535 － 8,535

建 設 仮 勘 定 23,481 15,212 8,269 退 職 給 付 引 当 金 4,042 3,611 431

そ の 他 5,404 4,802 602 特 別 修 繕 引 当 金 10,486 10,043 443

役員退職慰労引当金 272 319 △ 47

  (2)無 形 固 定 資 産 8,145 6,983 1,162 そ の 他 19,868 19,690 178

借 地 権 1,445 1,500 △ 55 【 負   債   合   計 】 【 1,024,473 】 【 1,120,943 】 【 △ 96,470 】

ソ フ ト ウ ェ ア 4,171 3,596 575

連 結 調 整 勘 定 144 330 △ 186 【 少 数 株 主 持 分 】 【 23,394 】 【 21,242 】 【 2,152 】

そ の 他 2,383 1,555 828

Ⅰ 資 本 金 51,886 51,886 －

  (3)投資その他の資産 132,724 146,906 △ 14,182 Ⅱ 資 本 準 備 金 34,092 34,092 －

投 資 有 価 証 券 69,340 86,403 △ 17,063 Ⅲ 再 評 価 差 額 金 12,066 － 12,066

長 期 貸 付 金 10,816 11,459 △ 643 Ⅳ 連 結 剰 余 金 95,224 92,847 2,377

長 期 前 払 費 用 3,743 3,551 192 Ⅴ 為替換算調整勘定 △ 508 △ 693 185

そ の 他 51,155 45,205 5,950 Ⅵ
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 2,060 － 2,060

繰 延 税 金 資 産 3,091 3,105 △ 14 Ⅶ 自 己 株 式 △ 2 △ 0 △ 2

貸 倒 引 当 金 △ 4,625 △ 2,633 △ 1,992 Ⅷ
子 会 社 の 所 有 す る
親 会 社 株 式 △ 517 △ 360 △ 157

投 資 評 価 引 当 金 △ 798 △ 185 △ 613 【 資   本   合   計 】 【 194,302 】 【 177,773 】 【 16,529 】

資   産   合   計 1,242,171 1,319,959 △ 77,788
 負債、少数株主持
分及び資本合計

1,242,171 1,319,959 △ 77,788

科          目 増  減
前連結会計年度

平成１３年３月３１日

当連結会計年度

平成１４年３月３１日

当連結会計年度

平成１４年３月３１日
科          目 増  減

前連結会計年度

平成１３年３月３１日

-6-



（２）比較連結損益計算書
（単位：百万円）

科                    目 増 減

Ⅰ 1,813,838 1,845,841 △ 32,003

Ⅱ 1,659,438 1,664,757 △ 5,319

売 上 総 利 益 154,399 181,084 △ 26,685

Ⅲ 132,343 144,502 △ 12,159

22,056 36,582 △ 14,526

Ⅳ （ 13,473 ） （ 14,695 ） （ △ 1,222 ）

受 取 利 息 1,249 1,633 △ 384

受 取 配 当 金 1,942 1,812 130

固 定 資 産 賃 貸 料 3,543 4,447 △ 904

為 替 差 益 2,372 1,346 1,026

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 268 555 △ 287

そ の 他 の 営 業 外 収 益 4,096 4,901 △ 805

Ⅴ （ 18,255 ） （ 24,766 ） （ △ 6,511 ）

支 払 利 息 14,219 18,691 △ 4,472

そ の 他 の 営 業 外 費 用 4,036 6,074 △ 2,038

17,274 26,511 △ 9,237

Ⅵ （ 7,443 ） （ 11,734 ） （ △ 4,291 ）

固 定 資 産 売 却 益 3,432 11,003 △ 7,571

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,392 376 3,016

債務保証損失引当金戻入益 － 87 △ 87

そ の 他 の 特 別 利 益 618 266 352

Ⅶ （ 26,598 ） （ 15,785 ） （ 10,813 ）

固 定 資 産 売 却 損 1,322 532 790

固 定 資 産 処 分 損 1,448 3,446 △ 1,998

役 員 退 職 金 299 554 △ 255

関 係 会 社 整 理 損 539 300 239

投 資 有 価 証 券 売 却 損 2,762 6,044 △ 3,282

投 資 有 価 証 券 評 価 損 15,484 2,536 12,948

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 254 1,721 △ 1,467

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,787 － 1,787

投 資 評 価 引 当 金 繰 入 額 798 － 798

流 通 構 造 改 善 費 用 － 137 △ 137

そ の 他 の 特 別 損 失 1,902 511 1,391

△ 1,881 22,460 △ 24,341

法人税、住民税及び事業税 7,122 8,244 △ 1,122

法 人 税 等 調 整 額 △ 6,262 4,430 △ 10,692

少 数 株 主 利 益 2,448 1,111 1,337

△ 5,189 8,673 △ 13,862

営 業 利 益

経 常 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

当連結会計年度 前連結会計年度

自 平 成 １ ３ 年 ４ 月 １ 日 自 平 成１ ２年 ４月 １日

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

至 平成１３年３月３１日至 平成１４年３月３１日

売 上 高

売 上 原 価
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（３）比較連結剰余金計算書

（単位：百万円）

科                    目 増 減

Ⅰ ( 92,847 ) ( 92,900 ) ( △ 53 )

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 92,847 94,883 △ 2,036

過 年 度 税 効 果 調 整 額 － △ 1,982 1,982

Ⅱ ( 11,661 ) ( － ) ( 11,661 )

連結子会社増加による

   連結剰余金増加高 1,185 － 1,185

土地再評価に係る

   連結剰余金の修正額 10,475 － 10,475

Ⅲ ( 4,095 ) ( 8,726 ) ( △ 4,631 )

連結子会社増加による

   連結剰余金減少高 － 29 △ 29

持分法適用会社増加による

   連結剰余金減少高 － 521 △ 521

連結子会社合併による

   連結剰余金減少高 312 4,387 △ 4,075

配 当 金 3,773 3,778 △ 5

役 員 賞 与 9 8 1

Ⅳ ( △ 5,189 ) ( 8,673 ) ( △ 13,862 )

Ⅴ ( 95,224 ) ( 92,847 ) ( 2,377 )

連 結 剰 余 金 増 加 高

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

当 期 純 利 益

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

至 平成１ ４ 年３ 月３ １ 日 至 平成１ ３ 年３ 月３ １ 日

当連結会計年度 前連結会計年度

自 平 成 １ ３ 年 ４ 月 １ 日 自 平 成 １ ２ 年 ４ 月 １ 日
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位 ： 百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度

期    別 自 平成13年4月  1日 自 平成12年4月  1日

    科    目 至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

金      額 金      額
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 △ 1,881 22,460
減 価 償 却 費 23,492 24,671
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 138 273
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 1,658 △ 468
投 資 評 価 引 当 金 の 増 加 額 798 －
退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額 － △ 4,089
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 279 3,632
特 別 修 繕 引 当 金 の 増 加 額 402 42
債 務 保 証 損 失 引 当 金 の 減 少 額 － △ 558
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 3,192 △ 3,445
支 払 利 息 14,219 18,691
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 △ 268 △ 555
固 定 資 産 売 却 益 △ 3,432 △ 11,003
固 定 資 産 売 却 損 1,322 532
固 定 資 産 処 分 損 1,448 3,446
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 3,392 △ 376
投 資 有 価 証 券 売 却 損 2,762 6,044
投 資 有 価 証 券 評 価 損 15,484 2,536
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 254 1,721
売 上 債 権 の 増 減 額 62,189 △ 31,786
た な 卸 資 産 の 増 減 額 10,622 △ 26,548
仕 入 債 務 の 増 減 額 △ 16,146 44,934
そ の 他 流 動 資 産 の 増 減 額 1,690 △ 11,986
そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額 △ 8,111 49,650
そ の 他 固 定 負 債 の 増 減 額 △ 95 601
そ の 他 △ 3,421 △ 5,406

小                    計 96,821 83,015
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,820 2,743
利 息 の 支 払 額 △ 14,259 △ 18,514
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 7,736 △ 8,419

営業活動によるキャッシュ・フロー 76,645 58,824
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,205 －
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 780 －
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 21,741 △ 19,626
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 9,332 16,551
信 託 財 産 売 却 に よ る 収 入 － 42,000
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 13,403 △ 7,036
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 17,923 7,335
無形固定資産及び長期前払費用取得による支出 △ 3,885 △ 1,923
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 － 914
短 期 貸 付 金 の 増 減 額 1,830 △ 608
長 期 貸 付 に よ る 支 出 △ 1,952 △ 3,915
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 2,395 4,553
出 資 金 の 増 加 に よ る 支 出 － △ 8,454
債 権 購 入 に よ る 支 出 △ 3,865 －
そ の 他 △ 152 △ 2,443

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 13,944 27,347
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 増 減 額 △ 66,298 △ 16,626
長 期 借 入 に よ る 収 入 30,430 4,905
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 37,461 △ 36,946
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 － 10,000
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 10,199 －
転 換 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 1,332 △ 44,584
配 当 金 の 支 払 額 △ 3,773 △ 3,777
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 414 △ 512
自 己 株 式 売 却 に よ る 収 入 509 314
そ の 他 △ 5 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 88,545 △ 87,229
Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 1,078 587
Ⅴ．現金及び現金同等物の減少額 △ 24,766 △ 469
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 97,787 96,013
Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額 934 1,514
Ⅷ．合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 44 729
Ⅸ．現金及び現金同等物の期末残高 73,999 97,787
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
 

(1)連結子会社数・・・２４社 
コスモアスファルト(株) アブダビ石油(株) コスモ松山石油(株) 
コスモ石油ガス(株) コスモタンカー(株) コスモオイルインターナショナル(株) 
北斗興業(株) コスモ石油ルブリカンツ(株) (株)コスモトレードアンドサービス 
コスモエンジニアリング(株) 東洋国際石油(株) コスモ石油サービス(株) 
(株)コスモ総合研究所 コスモ総合開発(株) (株)コスモコンピュータセンター 
コスモアシュモア石油(株) 四日市エルピージー基地(株) (株)東海コスモコーポレーション 
コスモ海運(株) 坂出コスモ興産(株) (株)アイセキサービス 
英国コスモ石油(株) (株)ニューキバサービス (株)三河シー･エス･エヌ 
なお、コスモ海運(株)、坂出コスモ興産(株)、(株)アイセキサービス、英国コスモ石油(株)、(株)ニューキバサ

ービス及び(株)三河シー･エス･エヌは連結財務諸表に対する重要性が増加したため、当連結会計年度から連結の

範囲に含めている。 
また、三協石油(株)は当連結会計年度中においてコスモ石油サービス(株)と合併し、北海道コスモ石販(株)は

当連結会計年度中に清算したため、それぞれ連結の範囲から除外している。 
 

(2)主要な非連結子会社名 
千葉コスモ港運(株) 関西コスモ物流(株)  
連結の範囲から除いた理由 
  非連結子会社６２社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)
及び連結剰余金(持分に見合う額)はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から

除外している。 
 
 
２．持分法の適用に関する事項 
 

(1)持分法を適用した非連結子会社数・・・９社 
主要な会社名 
東洋岩手石油(株) 

  

  なお、(株)共栄商事は当連結会計年度中に連結子会社である東洋国際石油(株)が株式を譲渡したため、持分

法の適用から除外している。  また、東洋石油(株)及び茂原サービス(有)は当連結会計年度中に清算したため、

連結の範囲から除外している。 
 

(2)持分法を適用した関連会社数・・・３社 
丸善石油化学(株) ムバラス石油(株) 合同石油開発(株) 

 
(3)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

非連結子会社 
千葉コスモ港運(株) 

 
関西コスモ物流(株) 

 

関連会社 
  扇島石油基地(株) 

 
東西オイルターミナル(株) 

 

持分法を適用しない理由 
  持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益(持分に見合う額)及び連結剰余金(持分に見合う額)に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外している。 
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 (4)持分法の適用の手続きについて特に記載する必要があると認められる事項 
持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用している。 

 
 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 

  連結子会社２４社のうち、コスモアスファルト(株)、アブダビ石油(株)、コスモタンカー(株)、コスモオイルイ

ンターナショナル(株)、北斗興業(株)、コスモエンジニアリング(株)、東洋国際石油(株)、コスモアシュモア石油(株)、
コスモ総合開発(株)、コスモ石油サービス(株)、(株)東海コスモコーポレーション、(株)アイセキサービス、英国コ

スモ石油(株)、(株)ニューキバサービス及び(株)三河シー･エス･エヌの決算日は１２月３１日である。 
  連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っている。 
 
 
４．会計処理基準に関する事項 
 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
 

①有価証券  
  ａ 満期保有目的債券 償却原価法 
  ｂ その他有価証券  

時価のあるもの 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法 
(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 
時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 

  
②たな卸資産 当社及び連結子会社は主として総平均法に基づく原価法を採

用している。 
（会計処理方法の変更） 
    連結子会社であるコスモ松山石油(株)は製商品､半製品並 
びに原材料の評価基準及び評価方法について、従来後入先 
出法に基づく原価法によっていたが、当連結会計年度から 
総平均法に基づく原価法に変更することにした。 
  この変更は、連結財務諸表提出会社の会計処理方法に統 
一するために行ったものである。 
  この変更により、従来の方法に比べ当連結会計年度のた 
な卸資産は 81 百万円減少し、営業利益､経常利益及び税金 
等調整前当期純利益が同額減少している。 

 
③デリバティブ 時価法 

 
(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 

①有形固定資産  
当社及び連結子会社は主として定額法を採用している。なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に

規定する方法と同一の基準によっている。ただし、当社の給油所建物については、過去の実績を勘案した経済

耐用年数の１５年によっている。連結子会社アブダビ石油(株)については利権協定で規定されている耐用年数

によっている。 
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②無形固定資産  

定額法によっている。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。た

だし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっている。 
 

③長期前払費用  
均等償却をしている。 

 
 

(3)重要な引当金の計上基準 
 

①貸倒引当金  
  債権の貸倒れによる損失に備えるため回収不能見込額を計上している。 

  ａ 一般債権 貸倒実績率法によっている。 
  ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 財務内容評価法によっている。 
②退職給付引当金  

従業員の退職による支出に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度において発生していると認められる額を計上している。 
なお、会計基準変更時差異(23,696 百万円)については５年による均等額を費用処理している。 
また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)に

よる均等額を翌期から費用処理している。 
 

③特別修繕引当金  
消防法により定期開放点検が義務づけられた油槽に係る点検修理費用の当期対応額を計上することとして

いる。連結子会社コスモ松山石油(株)については、これに加えて製油所の機械装置に係る定期修繕費用の当期

対応額を計上することとしている。 
(会計処理方法の変更) 

連結子会社であるコスモ松山石油(株)は製油所の機械装置に係る定期修繕費用について、従来定期修繕時に

費用処理する方法によっていたが、当連結会計年度より油槽に加えて機械装置に係る定期修繕費用の当期対

応額を計上する方法に変更することにした。 
この変更は、今後定期修繕の間隔が延長することに伴い、費用と収益の期間対応が大幅に乖離することが

予想されるため、定期修繕費用を適正に期間配分し、経営成績をより適切に表示する目的で行ったものであ

る。 
この変更により、従来の方法に比べ特別修繕引当金は 237 百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益が 213 百万円減少している。 
 

④投資評価引当金  
  関係会社に対する投資損失に備えるため、各社の財政状態並びに将来の回復見込等を勘案し、関係会社株式

に対する損失見込額を計上している。 
 
⑤完成工事補償引当金  

一部の連結子会社において完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の経験割合に基づき引当金

を計上している。 
 

⑥役員退職慰労引当金  
一部の連結子会社において役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上してい

る。 
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(4)外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。 
なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めている。 
 
 

(5)リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 
 

(6)重要なヘッジ会計の方法 
 

①ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理によっている。なお、特例処理の要件をみたす金利スワップについては特例処理を

採用している。 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ取引 借入金 

原油・製品先物取引 原油・製品の売買取引 

  

③ヘッジ方針 

  デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る価格変

動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしている。 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又

は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略している。 

 
(7)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 
 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっている。 
 
 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定は、原則５年間で均等償却している。ただし少額の連結調整勘定に関しては一括償却している。 
 
 
７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成してい

る。 
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８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
  手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ価格の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなっている。 
 
 
（表示方法の変更） 
 
 連結キャッシュ・フロー計算書   

前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フローに独立掲記していた「連結の範囲の変更に伴う子

会社株式の売却による収入」（当連結会計年度 8 百万円）は、連結キャッシュ・フロー計算書に与える重要性が

減少したため、当連結会計年度より投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示している。 

前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フローに独立掲記していた「出資金の増加による支出」

（当連結会計年度 3 百万円）は、連結キャッシュ・フロー計算書に与える重要性が減少したため、当連結会計年

度より投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示している。 
 
 
 
 
（追加情報） 
 
  金融商品会計 

その他有価証券のうち時価のあるものの評価方法について、当連結会計年度より金融商品に係る会計基準(「金

融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日))を適用し、移動平均法に

よる原価法から連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)に変更している。 
この結果、その他有価証券評価差額金は 2,060 百万円、繰延税金資産は 13 百万円、繰延税金負債は 1,083 百

万円及び少数株主持分は 6 百万円計上されている。この変更による損益に与える影響はない。 
 
 
 
  投資評価引当金 

従来、取引所の相場のない有価証券の実質価額の低下による損失に備えるため、その発行会社の財政状態の実

情を勘案し個別検討による必要額を計上していたが、会計制度委員会報告第 14 号「金融商品会計に関する実務

指針(中間報告)」(平成 12 年 1 月 31 日)により、有価証券の会計処理が明らかにされたことに伴い、取引所の相

場のない有価証券に対する投資損失(185 百万円)は直接減額し、関係会社に対する損失見込額は投資評価引当金

として処理する方法に変更した。この変更による損益に与える影響はない。 
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注 記 事 項 
 

（連結貸借対照表関係） 

 

      当連結会計年度  前連結会計年度  

      平成14年3月31日  平成13年3月31日  

          

１．有形固定資産の減価償却累計額 504,709百万円  492,487百万円  

          

２．受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高   

    受 取 手 形 割 引 高  329百万円  889百万円  

          

３．保証債務（保証予約等を含む）  22,051百万円  25,339百万円  

        

４．期末日満期手形    

    受 取 手 形  1,105百万円  393百万円  

    支 払 手 形  80百万円  10百万円  

        

５．担保に供している資産    

   Ａ．工場財団    

   （担保資産）    

    土 地  254,551百万円  197,666百万円  

    建 物 及 び 構 築 物  35,893百万円  37,869百万円  

    機械装置及び運搬具他  47,376百万円  56,815百万円  

    簿 価 計  337,821百万円  292,351百万円  

   （担保付債務）    

    短 期 借 入 金  282百万円  378百万円  

    長 期 借 入 金  220,509百万円  231,197百万円  

    計  220,792百万円  231,576百万円  

   Ｂ．工場財団以外    

   （担保資産）    

    土 地  16,236百万円  23,793百万円  

    建 物 及 び 構 築 物  3,612百万円  5,118百万円  

    機械装置及び運搬具他  589百万円  58百万円  

    簿 価 計  20,437百万円  28,969百万円  

   （担保付債務）    

    短 期 借 入 金  20,459百万円  28,586百万円  

    長 期 借 入 金  5,851百万円  6,079百万円  

    計  26,311百万円  34,666百万円  

   （担保資産）    

    投 資 有 価 証 券  3,091百万円  3,249百万円  

    
子 会 社 の 所 有 す る 

親 会 社 株 式 
 26百万円  25百万円  

    簿 価 計  3,118百万円  3,274百万円  

   （担保付債務）    

    支払手形及び買掛金  4百万円  0百万円  

    短 期 借 入 金  2,467百万円  2,320百万円  

    長 期 借 入 金  35百万円  98百万円  

    その他（固定負債）  470百万円  470百万円  

    計  2,977百万円  2,890百万円  

      

上記の他、営業保証等と

して担保に供している有

価証券が12百万円、投資有

価証券が503百万円ある。

 

上記の他、営業保証と

して担保に供している有

価証券が9百万円、投資有

価証券が52百万円ある。
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      当連結会計年度  前連結会計年度  

      平成14年3月31日  平成13年3月31日  

          

６．非連結子会社及び関連会社項目      

    投資有価証券（株式）  22,514百万円  23,274百万円  

        

        

７．前連結会計年度において、その他有価証券のうち時価のあるものについて、時価評価は行っていない。 

    なお、その他有価証券に係る連結貸借対照表計上額等は次の通りである。 

  連結貸借対照表計上額  43,468百万円    

  時価  37,553百万円    

  差引  △ 5,914百万円    

  評価差額金相当額  △ 3,542百万円    

  繰延税金資産相当額  2,400百万円    

  少数株主持分相当額（貸方）  28百万円    

          

８．土地再評価法      

 

  当社及び連結子会社２社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行っている。なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評

価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した額を「再評価差額金」として資本の部に

計上している。 

  

・再評価の方法   当社の製油所については「土地の再評価に関する法律施行令」（平

成10年3月31日公布政令第119号）第2条第5号に定める鑑定評価に基づ

き算出し、その他については「土地の再評価に関する法律施行令」第2

条第4号に定める路線価に合理的な調整を行って算出している。 

  ・再評価を行った年月日 平成14年3月31日（連結子会社1社については平成13年12月31日） 

  ・再評価前の帳簿価額 314,634百万円 

  ・再評価後の帳簿価額 335,225百万円 
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（連結損益計算書関係） 

 

      当連結会計年度  前連結会計年度  

      自：平成13年4月 1日  自：平成12年4月 1日  

      至：平成14年3月31日  至：平成13年3月31日  

          

１．販売費及び一般管理費の主な内訳      

   支 払 運 賃   23,807百万円  29,561百万円  

   外 注 作 業 費   19,124百万円  20,889百万円  

   賃 借 料   14,587百万円  15,964百万円  

   給 料   28,220百万円  27,218百万円  

   賞 与   8,746百万円  8,991百万円  

   減 価 償 却 費   6,780百万円  7,916百万円  

   退 職 給 付 費 用   7,628百万円  7,254百万円  

   連 結 調 整 勘 定 償 却 額   138百万円  273百万円  

   特別修繕引当金繰入額   153百万円  173百万円  

   貸 倒 引 当 金 繰 入 額    234百万円  

          

２．一般管理費及び当期製造費用に含

まれる研究開発費 
 3,805百万円  3,566百万円  

        

３．固定資産売却益の主な内訳    

   土地（給油所跡地等）売却益   3,227百万円  3,368百万円  

   信 託 財 産 売 却 益   － 百万円  7,281百万円  

        

４．固定資産処分損の主な内訳     

   建 物 及 び 構 築 物   701百万円  1,629百万円  

   機 械 装 置 及 び 運 搬 具   266百万円  218百万円  

   撤 去 費 用   287百万円  1,302百万円  

        

５．関係会社整理損の内訳     

   貸 倒 損 失   －百万円  104百万円  

   貸 倒 引 当 金 繰 入 額   539百万円  188百万円  

   株 式 評 価 損   0百万円  8百万円  

   計   539百万円  300百万円  
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（連結キャッシュ･フロー関係） 

 

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

          

      当連結会計年度  前連結会計年度  

      自：平成13年4月 1日  自：平成12年4月 1日  

      至：平成14年3月31日  至：平成13年3月31日  

      (平成14年3月31日現在)  (平成13年3月31日現在)  

          

  現 金 及 び 預 金 勘 定  65,309百万円  54,156百万円  

  有 価 証 券 勘 定  11,624百万円  35,817百万円  

  流動資産「その他」勘定（現先）  － 百万円  10,497百万円  

  計  76,934百万円  100,472百万円  

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △ 720百万円  △ 1,073百万円  

  
取得日から償還日までの期間 

が ３ ヶ 月 を 超 え る 債 券 等 
 △ 2,214百万円  △ 1,611百万円  

  現 金 及 び 現 金 同 等 物  73,999百万円  97,787百万円  
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（リース取引関係） 

 

 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引 

 

    当連結会計年度  前連結会計年度 

    自：平成13年4月 1日  自：平成12年4月 1日 

    至：平成14年3月31日  至：平成13年3月31日 

①リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
   

    機械装置及び運搬具  機械装置及び運搬具 

 取得価額相当額  3,217百万円  3,173百万円

 減価償却累計額相当額  1,530百万円  1,761百万円

 期末残高相当額  1,687百万円  1,412百万円

       

    その他（有形固定資産）  その他（有形固定資産） 

 取得価額相当額  6,442百万円  6,901百万円

 減価償却累計額相当額  3,981百万円  4,525百万円

 期末残高相当額  2,460百万円  2,375百万円

       

    ソフトウェア  ソフトウェア 

 取得価額相当額  486百万円  596百万円

 減価償却累計額相当額  354百万円  404百万円

 期末残高相当額  132百万円  192百万円

       

    合  計  合  計 

 取得価額相当額  10,146百万円  10,671百万円

 減価償却累計額相当額  5,865百万円  6,691百万円

 期末残高相当額  4,280百万円  3,980百万円

       

    

取得価額相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利

子込み法によっている。 

 

  取得価額相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利

子込み法によっている。 

       

②未経過リース料期末残高相当額    

 １年以内   3,763百万円   4,240百万円  

    （2,094百万円）  （2,523百万円）

 １年超   6,277百万円   6,400百万円  

    （3,665百万円）  （4,136百万円）

 合計   10,040百万円   10,640百万円  

    （5,759百万円）  （6,660百万円）

    

未経過リース料期末残高相

当額の算定は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過

リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法によ

っている。 

  上記の（ ）内書は、転貸リ

ース取引に係る未経過リース

料期末残高相当額である。 

 

  未経過リース料期末残高相

当額の算定は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過

リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法によ

っている。 

   上記の（ ）内書は、転貸リ

ース取引に係る未経過リース

料期末残高相当額である。 
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③支払リース料及び減価償却費相当額    

 支払リース料  4,207百万円  5,012百万円

 減価償却費相当額  4,207百万円  5,012百万円

       

④減価償却費相当額の算定方法   リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっている。 

 

  リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっている。 

 

（貸主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引 

 

    当連結会計年度  前連結会計年度 

    自：平成13年4月 1日  自：平成12年4月 1日 

    至：平成14年3月31日  至：平成13年3月31日 

①リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び期末残高 
   

    機械装置及び運搬具  機械装置及び運搬具 

 取得価額  26百万円  26百万円

 減価償却累計額  25百万円  25百万円

 期末残高   1百万円  1百万円

       

    その他（有形固定資産）  その他（有形固定資産） 

 取得価額  635百万円  762百万円

 減価償却累計額  604百万円  718百万円

 期末残高  31百万円  43百万円

       

    合  計  合  計 

 取得価額  662百万円  789百万円

 減価償却累計額  629百万円  743百万円

 期末残高  32百万円  45百万円

       

②未経過リース料期末残高相当額    

 １年以内   2,195百万円   2,647百万円  

    （2,195百万円）  （2,639百万円）

 １年超   3,873百万円   4,363百万円  

    （3,841百万円）  （4,325百万円）

 合計   6,069百万円   7,010百万円  

    （6,036百万円）  （6,965百万円）

    

未経過リース料期末残高相

当額の算定は、営業債権の期

末残高等に占める未経過リー

ス料期末残高及び見積残存価

額の残高の合計額の割合が低

いため、受取利子込み法によ

っている。 

上記の（ ）内書は、転貸リ

ース取引に係る未経過リース

料期末残高相当額である。 

 

未経過リース料期末残高相

当額の算定は、営業債権の期

末残高等に占める未経過リー

ス料期末残高及び見積残存価

額の残高の合計額の割合が低

いため、受取利子込み法によ

っている。 

上記の（ ）内書は、転貸リ

ース取引に係る未経過リース

料期末残高相当額である。 

       

③受取リース料及び減価償却費    

 受取リース料  2,503百万円  3,201百万円

 減価償却費  5百万円  12百万円
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（有価証券関係） 

 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 

平成14年3月31日 平成13年3月31日 
区  分 

連結貸借対

照表計上額
時価 差額 

連結貸借対

照表計上額 
時価 差額 

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 
471 474 2 3,295 3,455 159

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの
272 257 △15 9 8 △ 0

合  計 744 731 △12 3,305 3,464 159

 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 

平成14年3月31日 
区  分 

取得原価 
連結決算日における 

連結貸借対照表計上額 
差額 

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 
 

  ①株式 14,121 18,179 4,058

  ②債券 2,130 2,166 35

  ③その他 1,391 1,409 17

小  計 17,643 21,755 4,111

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの
 

  ①株式 9,297 7,799 △1.497

  ②債券 1,795 1,773 △21

小  計 11,092 9,573 △1,519

合  計 28,736 31,328 2,592

 

 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 

自 平成13年4月 1日 

至 平成14年3月31日 

自 平成12年4月 1日 

至 平成13年3月31日 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

19,107 3,306 2,708 6,092 244 5,579

（注）ＭＭＦ、投資信託については上記の金額に含んでいない。 
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４．時価のない有価証券 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 

平成14年3月31日 平成13年3月31日 区 分 

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 

   ①非上場債券 3,350 3,101

合 計 3,350 3,101

(2)子会社及び関連会社株式 

   ①非上場株式 22,514 23,274

合 計 22,514 23,274

(3)その他有価証券 

   ①ＭＭＦ 4,947 31,206

   ②ＦＦＦ 1,502 －

   ③投資信託 2,960 3,000

   ④非上場株式 13,616 14,865

合 計 23,027 49,071

 

 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

 

前連結会計年度（自 平成12年4月1日  至 平成13年3月31日） 

    （単位：百万円）

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

国債・地方債等 1,441 1,301 12 3

社債 116 497 － 3,020

合計 1,557 1,798 12 3,023

     

     

当連結会計年度（自 平成13年4月1日  至 平成14年3月31日） 

    （単位：百万円）

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

国債・地方債等 577 3,409 15 1

社債 535 495 － 3,020

合計 1,112 3,904 15 3,021
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(デリバティブ取引関係) 

 

取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

(1)通貨関連 

(単位：百万円) 

当連結会計年度 

平成 14 年 3 月 31 日 

前連結会計年度 

平成 13 年 3 月 31 日 区分 種 類 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

 

為替予約取引 

 買建 

  米ドル 72,732 73,554 743

 

 

 

61,827 

 

 

 

64,675 2,848

市
場
取
引
以
外
の
取
引 

通貨オプション取引 

 買建 

  コール 

    米ドル 666 7 0

 

 

 

2,478 

 

 

 

89 60

(注) 1.時価の算定方法 

  為替予約取引･･･････････････直物為替相場によっている。 

  通貨オプション取引･････････取引金融機関から提示された価格によっている。 

 2.ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いている。 

 

 

(2)商品関連 

(単位：百万円) 

当連結会計年度 

平成 14 年 3 月 31 日 

前連結会計年度 

平成 13 年 3 月 31 日 

 

区分 

 

 

種類 

 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

市
場
取
引
以
外
の
取
引 

 

原油先渡取引 

 

売建 

 

買建 

 

 

 

303

 

161

 

 

 

351

175

 

 

 

△48

 
14

 

 

 

17 

 

－ 

 

 

 

16 

 

－ 

 

 

 

0

－

(注)１．時価の算定方法 

期末日現在の原油価格は、ザ・マグローヒルカンパニーズの「プラッツ」アセスメント

等に基づいている。 

なお、スワップ取引の評価損益は、期末日現在の原油価格を基に将来予想されるキャッ

シュ・フローを現在価値に割り引いて算出している。 

２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いている。 
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（退職給付関係） 

 

 

１．採用している退職給付制度の概要     

         

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。

         

         

２．退職給付債務に関する事項 当連結会計年度  前連結会計年度  

     平成14年3月31日  平成13年3月31日  

         

  イ．退職給付債務 △ 91,670百万円  △ 90,116百万円  

  ロ．年金資産 59,676百万円  57,571百万円  

  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 31,993百万円  △ 32,544百万円  

  ニ．会計基準変更時差異の未処理額 14,218百万円  18,957百万円  

  ホ．未認識数理計算上の差異 15,987百万円  11,947百万円  

  ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △ 1,786百万円  △ 1,639百万円  

  ト．前払年金費用 2,256百万円  1,972百万円  

  チ．退職給付引当金（ヘ－ト） △ 4,042百万円  △ 3,611百万円  

     

  （注）コスモ石油サービス(株)を除く連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用している。

         

         

３．退職給付費用に関する事項 当連結会計年度  前連結会計年度  

     自：平成13年4月 1日  自：平成12年4月 1日  

     至：平成14年3月31日  至：平成13年3月31日  

  イ．勤務費用 3,476百万円  3,105百万円  

  ロ．利息費用 2,076百万円  2,613百万円  

  ハ．期待運用収益 △ 1,915百万円  △ 1,802百万円  

  ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 4,794百万円  4,739百万円  

  ホ．数理計算上の差異の費用処理額 1,194百万円  － 百万円  

  ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 9,626百万円  8,656百万円  

       

  （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上している。 

        

        

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 当連結会計年度  前連結会計年度 

     自：平成13年4月 1日  自：平成12年4月 1日 

     至：平成14年3月31日  至：平成13年3月31日 

        

  イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  期間定額基準 

  ロ．割引率 ２.５％  ２.５％ 

       (期首時点では3.5％を使用している)

  ハ．期待運用収益率 ３.５％  ３.５％ 

  ニ．数理計算上の差異の処理年数 １０年  １０年 

   

（発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

による定額法により、翌期

から費用処理することとし

ている。） 

 

（発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

による定額法により、翌期

から費用処理することとし

ている。） 

  ホ．会計基準変更時差異の処理年数 ５年  ５年 
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（税効果会計関係） 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

（単位：百万円）

   当連結会計年度  前連結会計年度 

   平成14年3月31日  平成13年3月31日 

 (1)流動の部     

   （繰延税金資産）   （繰延税金資産） 

   売掛金 1,079   売掛金 1,540

   未実現利益 397   未実現利益 453

   賞与引当金繰入限度超過額 1,331   賞与引当金繰入限度超過額 1,124

   その他 698   その他 510

   繰延税金資産小計 3,506   繰延税金資産小計 3,628

   評価性引当額 △ 204   評価性引当額 △ 72

   繰延税金資産合計 3,301   繰延税金資産合計 3,556

   繰延税金負債との相殺 △ 77   繰延税金負債との相殺 △ 78

   繰延税金資産の純額 3,224   繰延税金資産の純額 3,478

        

   （繰延税金負債）   （繰延税金負債） 

   貸倒引当金の調整 △ 54   貸倒引当金の調整 △ 76

   その他 △ 23   その他 △ 12

   繰延税金負債合計 △ 77   繰延税金負債合計 △ 88

   繰延税金資産との相殺 77   繰延税金資産との相殺 78

   繰延税金負債の純額 0   繰延税金負債の純額 △ 10

        

 (2)固定の部       

   （繰延税金資産）   （繰延税金資産） 

   未実現利益 1,666   未実現利益 10,047

   税務上の繰越欠損金 3,048   税務上の繰越欠損金 5,915

   減価償却限度超過額 2,286   減価償却限度超過額 2,270

   投資有価証券 4,007   退職給付費用 797

   退職給付費用 803   その他 955

   その他 4,069   繰延税金資産小計 19,986

   繰延税金資産小計 15,881   評価性引当額 △ 846

   評価性引当額 △ 1,923   繰延税金資産合計 19,140

   繰延税金資産合計 13,958   繰延税金負債との相殺 △16,034

   繰延税金負債との相殺 △10,866   繰延税金資産の純額 3,105

   繰延税金資産の純額 3,091   

        

        

   （繰延税金負債）   （繰延税金負債） 

   固定資産圧縮積立金 △14,562   固定資産圧縮積立金 △19,860

   外国法人税計算上の償却差額 △ 5,790   外国法人税計算上の償却差額 △ 4,983

   海外投資等損失準備金 △ 840   海外投資等損失準備金 △ 673

   特別償却準備金 △ 257   特別償却準備金 △ 309

   その他 △ 2,046   退職給付引当金 △ 1,249

   繰延税金負債合計 △23,498   その他     △ 62

   繰延税金資産との相殺 10,866   繰延税金負債合計 △27,139

   繰延税金負債の純額 △12,631   繰延税金資産との相殺 16,034

     繰延税金負債の純額 △ 11,104

   
なお、この他に再評価に係る繰延

税金負債が 8,535百万円ある。 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

   当連結会計年度  前連結会計年度 

   平成14年3月31日  平成13年3月31日 

      

    法定実効税率 40.87％

     （調整） 

   
 

 
交際費等永久に損金に算

入されない項目 
8.10％

   
 

 
受取配当金等永久に益金

に算入されない項目 
△2.65％

     外国法人税額 15.20％

     持分法による投資利益 △2.47％

     その他 △2.62％

   

税金等調整前当期純損失であるため、

記載していない。 

 
 

税効果会計適用後の

法人税等の負担率  
56.43％
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（セグメント情報） 
 
１．事業の種類別セグメント情報 
 
  前連結会計年度（自 平成12年4月1日 至 平成13年3月31日）               （単位：百万円） 

 
石油事業 不動産 

事業 
その他の 
事業 計 消去又は 

全社 連結 

1,766,455 5,412 73,973 1,845,841 

 

－ 1,845,841

Ⅰ 売上高及び営業損益 
売上高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部売上 
高又は振替高 3,931 － 6,086 10,017 △ 10,017 －

計 1,770,387 5,412 80,060 1,855,859 △ 10,017 1,845,841

営業費用 1,734,873 3,150 80,420 1,818,443  △ 9,184 1,809,259

営業利益 35,513 2,262 △ 360 37,416 △ 833 36,582

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本 
的支出   

  資産 1,204,472 3,712 37,495 1,245,680 74,279 1,319,959

  減価償却費 25,247 157 152 25,557 △ 886 24,671

  資本的支出 19,394 1 176 19,572 △ 220 19,351

 
  当連結会計年度（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日）               （単位：百万円） 

 
石油事業 その他の 

事業 計 消去又は 
全社 連結 

1,757,515 56,322 1,813,838 － 1,813,838

Ⅰ 売上高及び営業損益 
売上高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部売上 
高又は振替高 3,393 20,898 24,292 △ 24,292 －

計 1,760,909 77,221 1,838,130 △ 24,292 1,813,838

営業費用 1,735,655 76,510 1,812,165 △ 20,383 1,791,781

営業利益 25,254 710 25,965 △ 3,908 22,056

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本 
的支出  

  資産 1,121,204 37,121 1,158,326 66,875 1,225,201

  減価償却費 24,119 147 24,267 △774 23,492

  資本的支出 27,149 198 27,348 △218 27,129

     
(注) 
１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 
２ 各事業区分に属する主要な製品名または事業内容 
 (1)石 油 事 業：揮発油・ナフサ・灯油・軽油・重油・原油・潤滑油・LPガス・アスファルト・ 
           石油化学製品等 
 (2)不動産事業：不動産の売買、賃貸及び管理業務 
 (3)その他の事業：工事業、保険代理業、リース業、旅行業、通信事業 他 
 なお、「不動産事業」は連結財務諸表に与える影響が軽微となったことから、当連結会計年度より「その

他の事業」に含めて表示している。 
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３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、管理部門に係る費用である。 
  前連結会計年度 1,282 百万円 
  当連結会計年度 2,249 百万円 
   
４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、余資運用資金及び管理部門に係る資産

等である。 
  前連結会計年度 87,190 百万円 
  当連結会計年度 80,448 百万円 
   
５ 会計処理方法の変更 
 前連結会計年度（自平成12年4月1日 至平成13年3月31日） 

当社の製商品、半製品並びに原材料の評価基準及び評価方法を従来の後入先出法に基づく原価法か

ら総平均法に基づく原価法に変更している。 
この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、前連結会計年度の石油事業の営業費用が

13,566百万円減少し、営業利益が同額増加している。 
 当連結会計年度（自平成13年4月1日 至平成14年3月31日） 
   連結子会社であるコスモ松山石油㈱は、製商品・半製品並びに原材料の評価基準及び評価方法につ

いて、従来の後入先出法に基づく原価法から総平均法に基づく原価法に、また、製油所の機械装置に

係る定期修繕費用について従来の定期修繕時に費用処理する方法から、定期修繕費用の当期対応額を

計上する方法に変更している。 
   この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の石油事業の営業費用が295

百万円増加し、営業利益が同額減少している。 
  
６ 追加情報 
 前連結会計年度より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成10年6月16日））を適用している。 
この結果、従来の方法によった場合に比較して、前連結会計年度の石油事業の営業費用が2,202百万円、

不動産事業の営業費用が22百万円、その他の事業の営業費用が113百万円、消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用が24百万円、それぞれ減少しており営業利益が同額増加している。 
 
 
２．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成12年4月１日 至 平成13年3月31日）及び当連結会計年度（自 平成13年4月

1日 至 平成14年3月31日）における本国以外の国または地域に所在する連結子会社の売上高及び資産は、い

ずれも連結売上高及び連結総資産の10％未満となっている。このため、所在地別セグメント情報の記載を省略して

いる。 
 
 
３．海外売上高 

前連結会計年度（自 平成12年4月1日 至 平成13年3月31日）及び当連結会計年度（自 平成13年4月

1日 至 平成14年3月31日）における海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満となっている。このため、

海外売上高及び連結売上高に占めるその割合の記載を省略している。 
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５．販売の状況 
 

（単位：百万円） 

 当連結会計年度 

自 平成 13 年 4月 1 日 

至 平成 14 年 3 月 31 日 

前連結会計年度 

自 平成 12 年 4月 1 日 

至 平成 13 年 3 月 31 日 

増 減 

揮 発 油 921,030 893,024 28,006

灯 軽 油 390,780 417,311 △26,531

重    油 225,069 250,122 △25,053

そ の 他 220,634 205,997 14,637

石 

油 

事 

業 

小  計 1,757,515 1,766,455 △8,940

その他の事業 56,322 79,386 △23,064

合 計 1,813,838 1,845,841 △32,003

 
  （注）１．揮発油の金額には、揮発油税及び地方道路税が含まれている。 
        ２．上記の金額に消費税等は含まれていない。 
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平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 28日

上   場   会   社   名     コスモ石油株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号    5007 本社所在都道府県

( URL　http://www.cosmo-oil.co.jp ) 東京都

問合せ先  責任 者役 職名    企画一部広報担当部長

氏 名    鳥 越  俊 介 TEL (03) 3798 - 3101
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 28日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年  3月期の業績( 平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日 )
(1)経営成績 (注)金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

売  上  高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 1,563,443 △ 2.6 6,613 △ 71.7 4,044 △ 68.7

13年  3月期 1,605,883 13.8 23,393 - 12,906 121.6

  当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総  資  本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 △ 9,785 - △ 15.49 - △ 5.8 0.4 0.3

13年  3月期 5,223 35.5 8.27 8.18 3.1 1.1 0.8

(注)①期中平均株式数 14年  3月期   631,701,929 株　　　13年  3月期   631,705,087 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 6.00 3.00 3.00 3,790 - 2.3

13年  3月期 6.00 3.00 3.00 3,790 72.6 2.2

(注)14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 1,092,784 168,274 15.4 266.38

13年  3月期 1,197,828 171,297 14.3 271.17

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期    　631,695,124 株　13年  3月期    　631,705,087 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期          　9,963 株　13年  3月期          　1,570 株

２. 15年  3月期の業績予想( 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 )
売上高 経常利益 当期純利益         １株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 780,000 5,000 3,000 3.00 － －

通　　期 1,630,000 20,000 11,000 － 3.00 6.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   17 円 41 銭 

　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想

数値と異なる場合があります。

　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料　５ページをご参照ください。
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１－Ⅰ  比較貸借対照表

（単位：百万円）

Ⅰ  流 動 資 産 （ 462,290 ） （ 552,902 ） （ △ 90,612 ） Ⅰ  流 動 負 債 （ 560,012 ） （ 623,337 ） （ △ 63,325 ）

現 金 及 び 預 金 44,443 35,412 9,031 買 掛 金 183,674 201,025 △ 17,351

受取手 形及 び 売 掛金 150,332 198,726 △ 48,394 短 期 借 入 金 148,884 182,819 △ 33,935

有 価 証 券 11 27,817 △ 27,806
１ 年 内 償 還 予 定 の
社 債

10,000 － 10,000

た な 卸 資 産 157,087 166,677 △ 9,590 未 払 金 182,232 167,689 14,543

未 収 入 金 74,186 87,732 △ 13,546 未 払 法 人 税 等 67 － 67

繰 延 税 金 資 産 1,808 1,966 △ 158 未 払 消 費 税 等 4,222 4,691 △ 469

そ の 他 34,766 34,978 △ 212 未 払 費 用 5,098 23,150 △ 18,052

貸 倒 引 当 金 △ 346 △ 407 61 そ の 他 25,832 43,961 △ 18,129

Ⅱ  固 定 資 産 （ 630,493 ） （ 644,925 ） （ △ 14,432 ） Ⅱ  固 定 負 債 （ 364,498 ） （ 403,192 ） （ △ 38,694 ）

社 債 89,700 110,000 △ 20,300

  (1)有 形 固 定 資 産 477,792 474,420 3,372 転 換 社 債 18,508 19,867 △ 1,359

建 物 及 び 構 築 物 81,250 88,166 △ 6,916 長 期 借 入 金 217,907 235,411 △ 17,504

油 槽 11,777 13,336 △ 1,559 繰 延 税 金 負 債 7,428 13,739 △ 6,311

機械装 置及 び 運 搬具 47,177 51,150 △ 3,973
再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債

6,275 － 6,275

土 地 312,326 306,761 5,565 特 別 修 繕 引 当 金 8,827 8,614 213

建 設 仮 勘 定 22,625 12,882 9,743 そ の 他 15,850 15,559 291

そ の 他 2,634 2,122 512

【 負   債   合   計 】 【 924,510 】 【 1,026,530 】 【 △ 102,020 】

  (2)無 形 固 定 資 産 4,970 4,492 478

借 地 権 1,254 1,261 △ 7

ソ フ ト ウ ェ ア 3,451 2,946 505 Ⅰ 資 本 金 51,886 51,886 －

そ の 他 264 283 △ 19 Ⅱ 資 本 準 備 金 34,092 34,092 －

Ⅲ 利 益 準 備 金 7,407 7,217 190

  (3)投資その他の資産 147,730 166,013 △ 18,283 Ⅳ 再 評 価 差 額 金 9,078 － 9,078

投 資 有 価 証 券 89,342 103,075 △ 13,733 Ⅴ そ の 他 の 剰 余 金 （ 64,334 ） （ 78,100 ） （ △ 13,766 ）

長 期 貸 付 金 23,583 27,945 △ 4,362 (1)任意積立金 30,098 26,922 3,176

長 期 前 払 費 用 3,436 3,168 268 特 別 償 却 準 備 金 433 507 △ 74

そ の 他 41,572 37,564 4,008 海外投資等損失準備金 975 971 4

貸 倒 引 当 金 △ 2,714 △ 2,220 △ 494 固定資産圧縮積 立金 28,689 25,443 3,246

投 資 評 価 引 当 金 △ 7,490 △ 3,520 △ 3,970 (2)当期未処分利益 34,236 51,177 △ 16,941

[ う ち 当 期 純 利 益 ] [ △ 9,785 ] ［ 5,223 ］ [ △ 15,008 ]

Ⅵ
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

1,475 － 1,475

Ⅶ 自 己 株 式 △ 2 － △ 2

【 資   本   合   計 】 【 168,274 】 【 171,297 】 【 △ 3,023 】

資   産   合   計 1,092,784 1,197,828 △ 105,044 負 債 ・ 資 本 合 計 1,092,784 1,197,828 △ 105,044

科          目
当　期 前　期

増  減
平成14年3月31日 平成13年3月31日

科          目
当　期 前　期

増  減
平成14年3月31日 平成13年3月31日
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１－Ⅱ　比較損益計算書
（単位：百万円）

科                    目 増　減

Ⅰ 1,563,443 1,605,883 △ 42,440

Ⅱ 1,466,261 1,485,931 △ 19,670

売 上 総 利 益 97,181 119,951 △ 22,770

Ⅲ 90,568 96,558 △ 5,990

6,613 23,393 △ 16,780

Ⅳ （ 13,927 ） （ 11,252 ） （ 2,675 ）

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 6,188 4,154 2,034

為 替 差 益 1,166 802 364

そ の 他 の 営 業 外 収 益 6,572 6,296 276

Ⅴ （ 16,495 ） （ 21,740 ） （ △ 5,245 ）

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 13,190 17,262 △ 4,072

そ の 他 の 営 業 外 費 用 3,305 4,478 △ 1,173

4,044 12,906 △ 8,862

Ⅵ （ 5,083 ） （ 10,846 ） （ △ 5,763 ）

Ⅶ （ 25,767 ） （ 15,004 ） （ 10,763 ）

△ 16,638 8,748 △ 25,386

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 67 50 17

還 付 法 人 税 額 △ 73 － △ 73

過 年 度 法 人 税 等 325 － 325

法 人 税 等 調 整 額 △ 7,172 3,475 △ 10,647

△ 9,785 5,223 △ 15,008

前 期 繰 越 利 益 45,917 48,039 △ 2,122

中 間 配 当 額 1,895 1,895 0

中間配当に伴う利益準備金積立額 － 189 △ 189

34,236 51,177 △ 16,941

営 業 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 未 処 分 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

当 期 純 利 益

当　期 前　期

自 平 成 １ ３ 年 ４ 月 １ 日 自 平 成 １ ２ 年 ４ 月 １ 日

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

至 平 成 １ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日至 平 成 １ ４ 年 ３ 月 ３ １ 日

売 上 高

売 上 原 価
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自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日

至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

34,236 51,177 △ 16,941

51 57 △ 6

9,199 5,611 3,588

73 73 0

43,560 56,920 △ 13,360

上記の金額を次のとおり処分いたします。

－ 190 △ 190

1,895 1,895 0

[普通配当   3円] [普通配当   3円]

189 60 129

1,538 8,857 △ 7,319

39,937 45,917 △ 5,980

（注）平成１３年９月３０日現在の株主に対し、１株につき３円の中間配当を実施いたしました。

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

利 益 準 備 金

配 当 金

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

合          計

1－Ⅲ 比較利益処分（案）

当　期 前　期
増　減

（単位：百万円）

当 期 未 処 分 利 益

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 取 崩 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額
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重要な会計方針 
 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
 

満期保有目的債券 償却原価法 
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法 
その他有価証券  
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 
時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 

 
 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 

製商品・半製品 総平均法に基づく原価法 
原材料 総平均法に基づく原価法 
未着品 個別法に基づく原価法 
貯蔵品 総平均法に基づく原価法 
販売用不動産 個別法に基づく原価法 

 
 
３．デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価方法 
 

時価法 
 
４．固定資産の減価償却の方法 
 

(1)有形固定資産 定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。ただし、給

油所建物については、過去の実績を勘案した経済耐用年数の１５

年によっている。 
 

(2)無形固定資産 定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。ただし、自

社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法によっている。 

 
(3)長期前払費用 均等償却している。なお、償却期間については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっている。 
 
 
５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
 

外貨建金銭債権債務については、決算時の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。 
 
 
６．引当金の計上基準 
 

(1)貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。 
①一般債権 貸倒実績率法によっている。 
②貸倒懸念債権及び破産更生債権 財務内容評価法によっている。 

 
(2)特別修繕引当金 

消防法により定期開放点検が義務づけられた油槽に係る点検修理費用の当期対応額を計上することにしている。 
なお、当特別修繕引当金は商法第２８７条の２に規定する引当金である。 
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(3) 投資評価引当金 

関係会社に対する投資損失に備えるため、各社の財政状態並びに将来の回復見込等を勘案し、関係会社株式に対す

る損失見込額を計上している。 
 
 
７．リース取引の処理方法 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引については、通常の賃貸借

取引に準じた会計処理によっている。 
 
８．ヘッジ会計の方法 
 

(1)ヘッジ会計の方法 
主として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件をみたす金利スワップについては、特例処理を

採用しております。 
 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 ヘッジ対象 
金利スワップ取引 借入金 
原油・製品先物取引 原油・製品の売買取引 

 
(3)ヘッジ方針 

  デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る価格変動リス

ク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしている。 
 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場

変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有効性の評価を省略している。 
 
 
９．その他の財務諸表作成のための重要な事項 
 

(1)退職給付会計に係る会計処理方法 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 
なお、会計基準変更時差異 22,111 百万円については、５年による均等額を費用処理している。数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による定額法により、翌期から費用処理してい

る。 
また、年金資産の額が退職給付債務から会計基準変更時差異及び未認識数理計算上の差異を減額した額を超えるた

め、当該超過額は投資その他の資産の「その他」に含めて表示している。 
 

(2)消費税等の会計処理 
税抜方式によっている。 

 
 
（追加情報） 

金融商品会計 
その他有価証券のうち時価のあるものについては、当期より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１月２２日））を適用し、移動平均法に基づく原価法から決算

末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

に変更している。 
この結果、その他有価証券評価差額金は、1,475 百万円、繰延税金負債は、1,020 百万円計上されている。この変

更による損益への影響はない。 
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投資評価引当金 

従来、取引所の相場のない有価証券の実質価額の低下による損失に備えるため、その発行会社の財政状態の実情

を勘案し個別検討による必要額を計上していたが、会計制度委員会報告第１４号「金融商品会計に関する実務指針

（中間報告）」（平成１２年１月３１日）により、有価証券の会計処理が明らかにされたことに伴い、取引所の相場

のない有価証券の投資損失は直接減額し、関係会社に対する損失見込額は投資評価引当金として処理する方法に変

更した。この変更による損益への影響はない。 
 

自己株式 
従来、流動資産の「その他」に含めて表示していたが、財務諸表等規則の改正に伴い、当期から資本の控除項目

として資本の部の末尾に記載している。 
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注 記 事 項 
（貸借対照表関係） 

 

 

      当    期  前    期  

      平成14年3月31日  平成13年3月31日  

          

１．有形固定資産の減価償却累計額 373,038百万円  363,768百万円  

          

２．自己株式     

    株 式 数             9,963株            1,570株  

    価   額  2,292千円  325千円  

          

     

３．保証債務（保証予約等を含む）  21,557百万円  30,604百万円  

        

４．期末日満期手形    

    受 取 手 形  107百万円  90百万円  

        

５．担保に供している資産    

   Ａ．工場財団    

   （担保資産）    

    土 地  236,456百万円  184,896百万円  

    建 物 及 び 構 築 物  31,780百万円  33,533百万円  

    その他の有形固定資産  42,048百万円  50,824百万円  

    簿 価 計  310,285百万円  269,254百万円  

   （担保付債務）    

    長 期 借 入 金  219,949百万円  230,355百万円  

    計  219,949百万円  230,355百万円  

   Ｂ．工場財団以外    

   （担保資産）    

    土 地  1,583百万円  8,482百万円  

    簿 価 計  1,583百万円  8,482百万円  

   （担保付債務）  
関係会社の借入金に

対応するものである。 
 

関係会社の借入金に

対応するものである。
 

   （担保資産）    

    投 資 有 価 証 券  513百万円  664百万円  

    簿 価 計  513百万円  664百万円  

   （担保付債務）    

    長 期 借 入 金  － 百万円  42百万円  

    そ の 他 の 固 定 負 債  470百万円  470百万円  

    計  470百万円  512百万円  

      

上記の他、営業保証等

として担保に供してい

る有価証券が9百万円、

債務保証に関連して担

保提供している投資有

価証券が453百万円あ

る。 

 

上記の他、営業保証

として担保に供してい

る有価証券が9百万円

ある。  
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６．土地再評価法 

     

 

  当社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行っている。なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に計上し、これを控除した額を「再評価差額金」として資本の部に計上している。 

  

・再評価の方法   製油所については「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年3

月31日公布政令第119号）第2条第5号に定める鑑定評価に基づき算出し、

その他については「土地の再評価に関する法律施行令」第2条第4号に定

める路線価に合理的な調整を行って算出している。 

  ・再評価を行った年月日 平成14年3月31日 

  ・再評価前の帳簿価額 296,972百万円 

  ・再評価後の帳簿価額 312,326百万円 

 

 

（損益計算書関係） 

 

      当    期  前    期  

      自：平成13年4月 1日  自：平成12年4月 1日  

      至：平成14年3月31日  至：平成13年3月31日  

          

１．販売費及び一般管理費の主な内訳      

   支 払 運 賃   22,991百万円  25,036百万円  

   外 注 作 業 費   20,690百万円  21,726百万円  

   賃 借 料   13,060百万円  13,475百万円  

   給 料   6,828百万円  7,293百万円  

   減 価 償 却 費   6,311百万円  6,639百万円  

   退 職 給 付 費 用   5,932百万円  6,026百万円  

   貸 倒 引 当 金 繰 入 額   58百万円  － 百万円  

   特別修繕引当金繰入額   153百万円  173百万円  

          

２．特別利益及び特別損失の内訳      

      

  特 別 利 益      

   固 定 資 産 売 却 益   1,888百万円  9,746百万円  

   投 資 有 価 証 券 売 却 益   3,194百万円  697百万円  

   貸 倒 引 当 金 戻 入 益   － 百万円  314百万円  

   債務保証損失引当金戻入益   － 百万円  87百万円  

        

  特 別 損 失     

   固 定 資 産 売 却 損   449百万円  439百万円  

   固 定 資 産 処 分 損   1,439百万円  2,904百万円  

   役 員 退 職 金   132百万円  286百万円  

   貸 倒 引 当 金 繰 入 額   920百万円  － 百万円  

   投資評価引当金繰入額   4,155百万円  － 百万円  

   投 資 有 価 証 券 売 却 損   2,715百万円  5,597百万円  

   投 資 有 価 証 券 評 価 損   15,289百万円  4,884百万円  

   ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損   125百万円  526百万円  

   関 係 会 社 整 理 損   539百万円  227百万円  

   流 通 構 造 改 善 費 用   － 百万円  137百万円  
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（リース取引関係） 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引 

 

    

当   期 

自：平成13年4月 1日 

至：平成14年3月31日 

 

前   期 

自：平成12年4月 1日 

至：平成13年3月31日 

①リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
   

    機械及び装置  機械及び装置 

 取得価額相当額  141 百万円  164 百万円

 減価償却累計額相当額  94 百万円  99 百万円

 期末残高相当額  46 百万円  64 百万円

       

    車両運搬具  車両運搬具 

 取得価額相当額  424 百万円  341 百万円

 減価償却累計額相当額  208 百万円  166 百万円

 期末残高相当額  215 百万円  175 百万円

       

    工具･器具及び備品  工具･器具及び備品 

 取得価額相当額  702 百万円  732 百万円

 減価償却累計額相当額  488 百万円  484 百万円

 期末残高相当額  214 百万円  248 百万円

       

    合  計  合  計 

 取得価額相当額  1,268 百万円  1,238 百万円

 減価償却累計額相当額  792 百万円  750 百万円

 期末残高相当額  476 百万円  487 百万円

       

    

  取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払

利子込み法によっている。

 

取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払

利子込み法によっている。

       

       

②未経過リース料期末残高相当額    

 １年以内   207 百万円  205 百万円

 １年超   269 百万円  282 百万円

 合計   476 百万円  487 百万円

    

未経過リース料期末残高

相当額の残高は、有形固定

資産の期末残高等に占める

その割合が低いため、支払

利子込み法によっている。

 

未経過リース料期末残高

相当額の残高は、有形固定

資産の期末残高等に占める

その割合が低いため、支払

利子込み法によっている。

       

③支払リース料及び減価償却費相当額    

 支払リース料  234 百万円  240 百万円

 減価償却費相当額  234 百万円  240 百万円

       

④減価償却費相当額の算定方法   リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっている。 

 

  リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっている。 
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（税効果会計関係） 

 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

（単位：百万円）

   
当   期 

平成14年3月31日 

 前   期 

平成13年3月31日 

 (1)流動の部     

   （繰延税金資産）   （繰延税金資産） 

    賞与引当金繰入超過額 854   売掛金 1,153

    売掛金 735   賞与引当金繰入超過額 789

    その他 225   その他 31

    繰延税金資産合計 1,816   繰延税金資産合計 1,974

         

   （繰延税金負債）   （繰延税金負債） 

    △8   未払事業所税 △8

    

未払事業所税 

繰延税金負債合計 △8   繰延税金負債合計 △8

    1,808   繰延税金資産の純額 1,966

    

繰延税金資産の純額

    

 (2)固定の部        

   （繰延税金資産）   （繰延税金資産） 

    投資有価証券 3,736   減価償却超過額 1,908

    繰越欠損金 2,241   税務上の繰越欠損金 4,422

    減価償却超過額 2,054   貸倒引当金超過額 620

    その他 2,034   その他 1,362

    繰延税金資産合計 10,066   繰延税金資産合計 8,313

         

   （繰延税金負債）   （繰延税金負債） 

    固定資産圧縮積立金 △14,534   固定資産圧縮積立金 △19,829

    その他有価証券評価差額金 △1,020   退職給付引当金 △1,249

    退職給付引当金 △922   海外投資等損失準備金 △673

    その他 △1,018   特別償却準備金 △299

    繰延税金負債合計 △17,495   繰延税金負債合計 △22,052

    繰延税金負債の純額 △7,428   繰延税金負債の純額 △13,739

          

    
なお、この他に再評価に係る繰延税

金負債が 6,275百万円ある。 

 
 

 
 

          

          

２．法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

   当   期  前   期 

    法定実効税率 40.87％

     （調整） 

   
 

 
交際費等永久に損金に

算入されない項目 
7.25％

   
 

 
受取配当金等永久に益

金に算入されない項目 
△8.39％

     地方税均等割 0.57％

   

税引前当期純損失であるため、記載し

ていない。 

 
 

税効果会計適用後の

法人税等の負担率  
40.30％
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２．比 較 製 品 別 売 上 高  

 

 

 

 

当 期 

 

自 平成１３年４月 １日 

至 平成１４年３月３１日 

 

 

前 期 

 

自 平成１２年４月 １日 

至 平成１３年３月３１日 

 

 

 

増 減 

 

 

 

 

 

数  量 

 

 

金  額 

 

 

数  量 

 

 

金  額 

 

 

数  量 

 

 

金  額 

 

 

 

揮 発 油     

 

 

灯 軽 油     

 

 

重 油     

 

 

そ の 他     

 

 

千 KL･t 

 

    16,552 

 

 

    13,749 

 

 

     9,823 

 

 

     3,321 

 

 

百万円

 

   911,419 

 

 

   358,878 

 

 

   217,239 

 

 

    75,904 

 

 

千 KL･t 

 

    15,969 

 

 

    14,047 

 

 

    10,552 

 

 

     3,755 

 

 

百万円

 

   883,344 

 

 

   385,007 

 

 

   244,016 

 

 

    93,515 

 

 

千 KL･t 

 

       583 

 

 

    △ 298 

 

 

    △ 729 

 

 

    △ 434 

 

 

百万円

 

    28,075 

 

 

 △ 26,129 

 

 

 △ 26,777 

 

 

 △ 17,611 

 

 

 

合 計     

 

 

    43,446 

 

 1,563,443 

 

    44,324 

 

 1,605,883 

 

    △ 878 

 

 △ 42,440 
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3．役員の異動  （平成 14 年６月 27 日付） 

 

（１）代表者の異動 

     な し 

 

（２）その他の役員の異動 

 《新任取締役候補》 

    取 締 役      近藤
こ ん ど う

 直正
な お ま さ

    （現 当社研究開発部長    研究開発部長を委嘱） 

    取 締 役      瓜生
う り う

 通憲
み ち の り

    （現 当社堺製油所長    千葉製油所長を委嘱） 

    取 締 役      鳥越
と り ご え

 俊介
しゅんすけ

    （現 当社企画一部担当部長    販売部長を委嘱） 

     取  締 役        辻内
つ じ う ち

 敏典
と し の り

     （現 当社名古屋支店長    名古屋支店長を委嘱） 

    取  締 役        高谷
たかたに

  忍
しのぶ

     （現 当社人事部長    人事部長を委嘱） 

 

 《退任予定取締役》 

  現 常務取締役     森
も り

    勝
まさる

   （コスモエンジニアリング株式会社 代表取締役社長に就任予定） 

  現 常務取締役      武内
た け う ち

 正明
ま さ あ き

   （コスモ石油ガス株式会社 代表取締役社長に就任予定） 

  現 常務取締役      内田
う ち だ

 武文
たけふみ

   （株式会社コスモトレードアンドサービス 代表取締役社長に就任予定） 

  現 常務取締役      小渕
こ ぶ ち

 泰世
や す よ

   （コスモ石油ルブリカンツ株式会社 代表取締役社長に就任予定） 

  現 取  締  役       久玉
く だ ま

 清人
き よ と

   （コスモエンジニアリング株式会社 常務取締役に就任予定） 

  現 取  締  役       小林
こ ば や し

  誠
まこと

   （共栄タンカー株式会社 代表取締役専務取締役に就任予定） 

 

 《昇格予定取締役》 

    常務取締役      湯浅
ゆ あ さ

 善之
よ し ゆ き

   （現 取締役） 

    常務取締役      田村
た む ら

 和久
かずひさ

   （現 取締役） 

    常務取締役      森川
も り か わ

 桂造
け い ぞ う

   （現 取締役） 

    常務取締役      坂田
さ か た

 康夫
や す お

   （現 取締役） 

    常務取締役      古薗
ふるぞの

 雅英
ま さ ひ で

   （現 取締役） 

    常務取締役      保坂
ほ さ か

 賢二
け ん じ

   （現 取締役） 

  

以 上 
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